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1. 経営戦略の目的と主旨 

1．１ 経営戦略とは 

 

経営戦略とは、水道企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的

な経営の基本計画であり、施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、

財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で収

入と支出が均衡するよう調整した中長期の収支計画です。 

また、経営戦略には、組織効率化・人材育成や広域化、PPP/PFI 等の効率化・経営健全化

の取組についても必要な検討を行い、取組方針を記載することが求められています。 

 

1．２ 策定の目的と趣旨 

 

 本町の上水道事業は、昭和 48年 3 月に結簡易水道事業、森部簡易水道事業、今ヶ渕簡易水

道事業、南条簡易水道事業、中簡易水道事業、大森簡易水道事業の 6 簡易水道事業を廃止し

て安八町上水道事業に統合するため水道事業の認可を受け、昭和51年4月より給水を開始し、

計画給水人口 17,500 人、計画一日最大給水量 7,000ｍ3/日で目標年度を昭和 60 年とし、現

在に至ります。なお、平成 28 年 3月末で普及率は 96.4％に達しています。 

一方、近年の水道事業を取り巻く事業環境は大きく変化しており、施設の改良・更新、災

害に強い施設整備、水質保全、環境保全、多様化する需要者のニーズに応える施策等、さま

ざまな課題への対応が求められています。 

安八町水道事業では、これらの課題に取り組むため、平成 6年に安八町上水道基本計画を

策定、平成 18 年に安八町水道事業基本構想の検討、平成 23 年には安八町地域水道ビジョン

を策定しています。 

さらに、平成 27 年度には、水需要及び現況水道施設形態等の課題を再整理、水道施設更新

計画案及び配水ブロック割整備案を選定し、安八町水道事業基本計画を策定しています。現

在、平成 27 年度に策定した基本計画に基づき配水場の更新事業を推進しています。 

 このような背景のもと、中長期的な経営の取り組みや財政収支の見通しを明らかにするた

め、平成 39 年度を目標年度とする「安八町水道事業経営戦略」を策定しました。 
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2. 安八町水道事業の現状と課題 

2．１ 水道事業の概要 

2．１．１ 給水の状況 

 

表 2-１ 給水の状況 

項目 状況 

給水開始年月日 昭和 51 年 4 月（認可年月日：昭和 48年 3 月 31 日） 

法適（全部・財務）・非適の区分 法適 

計画給水人口 17,500 人 

現在給水人口 14,764 人（平成 28 年 3月末現在） 

有収水量密度 0.80 千 m3/ha（＝1,455 千ｍ3/1,820ha、平成 27 年度） 

 

2．１．２ 施設の状況 

 

表 2-２ 施設の状況 

項目 状況 

水源 地下水（深井戸） 

施設数 浄水場設置数 1 箇所 

施設数 配水場設置数 配水池 1箇所、ポンプ場 1 箇所 ※すべて浄水場内の施設 

管路延長 135,484ｍ（平成 27 年度） 

施設能力 7,000ｍ3/日 

施設利用率 75.4％（＝5,279ｍ3/日/7,000ｍ3/日、平成 27 年度） 
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2．１．３ 水道料金 

 

 現在の料金体系は、平成 26 年 8 月に改定を行っており、口径別単一従量制（二部料金制）

を採用しています。料金体系については、表に示すとおりです。 

 

表 2-３ 水道料金表 

口径 
基 本 超過料金 

（1ｍ3につき） 水量 料金 

13ｍｍ 10ｍ3 1,300 円 70 円

20ｍｍ 20ｍ3 2,600 円 70 円

30ｍｍ 40ｍ3 5,200 円 80 円

40ｍｍ 60ｍ3 7,800 円 100 円

50ｍｍ 80ｍ3 10,400 円 110 円

75ｍｍ 120ｍ3 15,600 円 110 円

100ｍｍ 150ｍ3 19,500 円 110 円
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2．１．４ 組織体制 

 

 水道に関わる職員は概ね 3 名であり、平均年齢は 45 歳前後で推移しています。 

 また、勤続年数については、1 年から 7年と年度によって異なっています。 
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図 2-１ 職員数の推移 
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図 2-２ 勤続年数の推移 
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2．１．５ これまでの主な取り組み 

 

近年の水道事業を取り巻く事業環境は大きく変化しており、施設の改良・更新、災害に強

い施設整備、水質保全、環境保全、多様化する需要者のニーズに応える施策等、さまざまな

課題への対応が求められています。 

安八町水道事業では、これらの課題に取り組むため、平成 6年 3 月に安八町上水道基本計

画を策定し、平成 18 年 12 月に安八町水道事業基本構想検討及び平成 23年 3 月に安八町地域

水道ビジョン計画書を作成、平成 24 年 11 月に配水池及び管理本館耐震二次診断調査を行っ

ています。 

さらに、平成 27 年度には、水需要及び現況水道施設形態等の課題を再度整理し、水道事業

基本計画方針策定、需要量推計見直し等に基づき多角的に検討を加え、水道施設更新計画案、

水運用計画、配水ブロック割整備案の検討を行い、安八町水道事業基本計画としてとりまと

めています。 

 上記基本計画では、本町の主要施設である浄水場・配水池の更新、管路の更新についての

基本方針等を示しています。 

 

2．１．６ 経営比較分析表を活用した現状分析 

 

1）経営の健全性・効率性について 

 経常収支比率（平成 27 年度は類似団体平均値より落ち込んでいるが一過性のものであ

る）及び料金回収率が 100%を超えており、累積欠損金比率も 0%と良好な数値となってい

ます。 

113.56

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 118.19 114.34 130.86 123.49 106.15

平均値 107.37 107.57 106.55 110.01 111.21
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図 2-３ 経常損失（経常収支比率の推移） 
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104.99

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 114.30 110.26 124.76 120.11 102.34

平均値 97.71 98.07 96.56 100.47 101.72
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図 2-４ 料金水準の適切性（料金回収率の推移） 
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図 2-５ 累積欠損（累積欠損金比率の推移） 
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 清浄な地下水を水源としているため給水原価が低いことも特徴です。 

 

163.72

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 92.02 95.31 85.25 90.16 105.85

平均値 173.56 172.26 177.14 169.82 168.20

費用の効率性：給水原価（円）
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図 2-６ 費用の効率性（給水原価の推移） 

 

 流動比率は、平成 26 年度公営企業会計の改正により大幅に減少していますが、経営の健

全性には影響はないといえます。 

 

262.74

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 14,744.07 19,369.99 16,464.99 1,689.23 1,420.09

平均値 995.50 915.50 963.24 381.53 391.54

支払能力：流動比率（％）
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図 2-７ 支払能力（流動比率の推移） 
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 企業債残高対給水収益比率は、平成 5 年から平成 21 年度にかけて施工した下水道工事に

伴う管路布設替え費用の財源として、企業債の借入れを行ったため、高い水準で推移し

ていますが、経営に影響を与えるほどではありません。 

 

276.38

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 500.19 475.05 458.17 442.60 418.05

平均値 414.59 404.78 400.38 393.27 386.97

債務残高：企業債残高対給水収益比率（％）
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図 2-８ 累積残高（企業債残高対給水収益比率の推移） 

 

 経営状況としては、健全であると判断できます。ただし、有収率が、類似団体平均値よ

り低く、下水道工事時に布設替えをしなかった幹線管路（老朽管路）からの漏水が要因

であると考えられます。 

 

89.95

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 75.45 75.79 76.77 76.27 77.23

平均値 83.11 83.18 83.09 83.00 82.89

供給した配水量の効率性：有収率（％）
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図 2-９ 供給した配水量の効率性（有収率の推移） 
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2）老朽化の状況について 

 現有資産は、配水場の機械及び装置、管路（幹線管路）が法定耐用年数を超えています。 

 平成 27 年度に水道施設更新計画を含む水道事業基本計画を策定しており、平成 28 年度

に配水場更新の詳細設計を行い、平成 29 年度から 3 ヶ年計画で配水場の更新工事を施工

中です。 

 管路（幹線管路）については、基本計画に準じ更新詳細計画を策定する予定です。 

 

47.18

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 45.15 46.86 48.52 50.21 51.93

平均値 37.09 38.07 39.06 46.66 47.46

施設全体の減価償却の状況：有形固定資産減価償却率（％）
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図 2-１０ 施設全体の減価償却の状況（有形固定資産減価償却率の推移） 
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当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 41.87
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図 2-１１ 管路の経年化の状況（管路経年化率の推移） 
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0.85

年度 H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.17

平均値 0.78 0.67 0.67 0.66 0.99

管路の更新投資の実施状況：管路更新率（％）

H27全国平均＝
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図 2-１２ 管路の更新投資の実施状況（管路更新率の推移） 

 

3）全体総括 

 現状の経営状況は、健全であると言えますが、今後の更新事業により多額に費用が要す

ることから、今後の経営状況の予測・分析を行い、経営の健全性を保てるよう、水道料

金の改正・投資費用の削減を視野にいれ、本経営戦略を策定しました。 
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2．２ 将来の事業環境 

2．２．１ 給水人口と水需要の見通し 

 

1）給水人口の見通し 

 給水人口の実績は、平成 21 年度の 15,331 人をピークとして減少傾向を示しています。 

 国の人口推計においても同様の傾向が続くものとされており、平成 36年度では現在より

約 500 人の減少が予想されます。 

 

2）水需要の見通し 

 一日平均給水量および一日最大給水量の実績値は、過去 10 年間増減を繰り返しているも

のの傾向としては減少傾向にあります。 

 給水人口の減少などの影響から将来的にも同様の傾向が続くものと予想され、平成 36

年度では一日最大給水量で現在より約 700ｍ3/日程度の減少が見込まれます。 
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図 2-１３ 給水人口及び水需要の実績及び推計 
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2．２．２ 料金収入の見通し 

 

 平成 28 年度の給水収益は、157,087 千円、10 年後の平成 39 年度では、148,739 千円と

なり、平成 28 年度に比べると約 5％の減少となります。 
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図 2-１４ 給水収益の実績及び推計 
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2．２．３ 施設整備等の見通し 

 

具体的な施設整備については、平成 27年度に策定した「水道事業基本計画」を基本として

います。以下では主要事業である浄水場の更新について概要等を示します 

 

【浄水場更新の基本方針】 

 浄水場の更新では 2 系統化を図ることを基本としており、連絡バルブを開閉することで、

夜間時や計装設備等の修繕時においても、断水することなく現況と同様の水運用が可能

となります。 

 さらに、設備の故障等においても、故障していない系統を利用することで断水リスクの

低減が図れます。 
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図 2-１５ 更新後の浄水場運用イメージ 

 

2．２．４ 組織体制の見通し 

 

 将来的な更新事業の増加に対応するため、職員の増員を関係部局に対して要望していき

ます。 
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3. 経営の基本方針 

3．１ 基本方針 

 

1）災害対策 

 今後の施設整備方針として、2 系統化によるバックアップ体制の充実を図る計画として

整備を進めます。 

 災害対策については、想定外の地震や予期せぬ被災などもあり、全てのリスクを包括す

る対策は現実的でないことから、浄水場が完全に停止した場合の対策（運用方法）を以

下のように考えています。 

①第 2 水源の活用 

第 2 水源は、浄水場とは別系統より受電しているため、浄水場が完全に停止しても稼

働は可能であり、水質面も良好であることから、第 2 水源の取水導水管に塩素注入を行

うなどの活用を想定しています。 

②予備水源（結水源）の活用 

結水源は揚水試験及び水質試験の結果から、良好な水質状況にあることから、今後も

予備水源として確保していきます。 

 

2）管路更新に関する基本計画の策定 

 管路は今後耐用年数が超過していくため、計画的な更新事業の実施が必要となります。 

 また、管路更新は継続的に実施する事業であるため、長期的な視点に立った管路更新計

画等の策定を行います。 
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4. 投資財政計画 

4．１ 将来の投資額 

 

 現有資産の建設年度及び取得価格を基本として、更新基準を設定し、将来必要となる更

新需要（投資額）を算出しています。さらに、中長期的な経営の安定化を目的として、

平準化及び現在実施中の浄水場更新事業を考慮した将来の投資額を算出しました。 

 平準化前の投資額は、計画期間内での大規模な投資はありませんが、その後は投資額が

増加し約 1.4 億円/年が必要となります。 

 投資の前倒しや先送りによる平準化の実施及び現在実施中の浄水場更新事業に係る費用

を考慮した場合、平成 32 年度以降の投資額は約 0.2 億円/年、平成 48 年以降で約 1.2

億円/年となります。 
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← 推計（計画期間）→ ← 推計（計画期間外） →

基幹管路及び配水支管の更新：約1.2億円/年

 

図 4-１ 将来の投資額（上段：平準化前、下段：平準化及び更新事業費を考慮） 
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4．２ 財政収支の見通し 

4．２．１ 収益的収支 

 

 計画期間内である平成 39 年度までは、現行水道料金での損益の確保が可能となります。 

 ただし、その後は、給水人口の減少に伴う収益の減収や更新事業費の影響などから、必

要な投資を継続していくためには料金値上げを含む新たな財源の確保が必要となります。 
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図 4-２ 収益的収支の見通し 

4．２．２ 資本的収支 

 

 計画期間内において、健全な事業経営を目的として一定の内部留保資金を維持しながら

必要な投資を行うためには、新たな企業債の借入が必要となります。 
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図 4-３ 資本的収支の見通し 
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4．２．３ 料金水準の見通し 

 

 現在の料金回収率は 100％を超えており、良好な経営状況といえますが、新たな企業債

の借入や投資額の増加などにより給水原価は上昇します。 

 ただし、計画期間内においては現行料金水準での経営の維持が可能となっています。 
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図 4-４ 料金水準の見通し 
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5. 今後の検討事項 

5．１ 今後の検討事項 

 

1）管路更新に関する基本計画の策定 

 避難所等重要施設への配水を考慮した基幹管路の見直し、管路のライフサイクルコスト

を意識した更新時期の設定、需要量の減少に伴う管路の減径など、管路更新に関する具

体的な更新計画等を策定します。 

2）将来的な更新財源確保の検討 

 現在の事業計画においては、計画期間内での料金改定は行わないものの、将来的には、

管路更新費用の増加が見込まれているため、今後は料金改定を含め必要となる財源の確

保について検討を行うとともに、必要に応じて需要者への説明を行っていきます。 

3）交付金等補助制度の活用 

 現在実施中の浄水場更新事業では、採択要件に適合しないため交付金等の補助の活用は

行っていません。 

 一方で、浄水場更新事業や管路更新事業の増加に伴い採択要件に適合する可能性もある

ため、今後の制度の動向を注視し、積極的な補助制度の活用に努めていきます。 

 

5．２ 事後検証、更新等 

 

中長期的にも安定した経営状況を維持していくためには、本経営戦略の進捗状況を定期的

に確認し、事業の実施に障害が生じている場合には、その理由を分析するとともに、社会・

経済情勢の変化を踏まえ、概ね 5 年程度の期間で適切な見直しを行います。また、これらは、

PDCA サイクルによって管理し、継続的な改善を図っていきます。 

 

 

図 5-１ PDCA サイクル 


